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 県では、平成 27（2015）年６月に「栃木県薬物の濫用の防止に関する条例」

（平成 27 年第 31 号。以下「条例」という。）を制定するとともに、この条例に基

づく施策や基本的な考え方を示すため、「とちぎ薬物乱用防止推進プラン（平成 28

（2016）年度～令和２（2020）年度）」（以下「１期計画」という。）を策定

し、総合的な薬物乱用防止対策を推進してきました。 

一方で、最近の県内の覚醒剤事犯の検挙人員は、減少傾向にあるものの、依然とし

て高水準で推移し、検挙人員の半数以上が再犯者となっていることや、近年増加して

いる大麻事犯では、若い世代に乱用が拡大しているなど、新たな課題に直面していま

す。 

また、法整備の面においては、平成 28（2016）年６月から刑の一部執行猶予制

度が始まり、同年 12 月には「再犯の防止等の推進に関する法律」が施行されるな

ど、薬物の再乱用対策の重要性が増しています。 

薬物乱用をめぐるこうした情勢を踏まえ、更なる対策の強化に取り組むため、「と

ちぎ薬物乱用防止推進プラン（２期計画）」を策定します。 

 

 

 

 

この計画は、条例第６条の規定により、薬物乱用の防止に関する施策の総合的かつ

計画的な推進を図るため、本県の薬物乱用の防止に関する基本的な計画を定めるもの

です。 

また、この計画は、栃木県重点戦略「とちぎ元気発信プラン」、医療法に基づく

「栃木県保健医療計画」、障害者基本法に基づく「栃木県障害者計画」、教育基本法に

基づく「栃木県教育振興基本計画」、栃木県青少年健全育成条例に基づく「とちぎ青

少年プラン」、再犯の防止等の推進に関する法律に基づく「栃木県再犯防止推進計

画」、国の「第五次薬物乱用防止五か年戦略」と調和のとれたものとなっています。 

 

 

 

 

この計画は、令和３（202１）年度を初年度とし、令和７（202５）年度を目標年

度とする５か年計画とします。 

 なお、今後の社会情勢などの変化に対応した適切な計画の推進を図るため、必要に

応じて計画の見直しを行うこととします。    

計画の策定  第１章 

 １ 計画策定の趣旨 

 ２ 計画の位置づけ 

 ３ 計画の期間 
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１ 薬物事犯検挙人員 

令和元（2019）年の全国の薬物事犯検挙人員は 13,860 人で、２年ぶりに減少しまし

たが、依然として１万人を超える高い水準で推移しています。 

また、本県の令和元（2019）年の薬物事犯検挙人員は 196 人であり、近年は 200 人

程度で推移しています。また、覚醒剤取締法による検挙人員が全体の約８割を占めていま

す。ここ数年は、大麻取締法による検挙人員が増加傾向にあります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：厚生労働省・警察庁・海上保安庁の統計資料及び栃木県警察本部統計資料 

図１ 薬物事犯による検挙人員の推移 

２ 未成年者薬物事犯検挙人員（全国） 

  全国の薬物別未成年者薬物事犯の検挙人員は、平成 27（2015）年に大麻によるものが

覚醒剤によるものを超え、大麻は平成 26（2014）年から６連続増加しています。 

  また、本県の未成年者薬物事犯の検挙人員は、少ない状況が続いていましたが、令和元

（2019）年は覚醒剤、大麻のいずれも増加しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：厚生労働省・警察庁・海上保安庁の統計資料 

図２ 薬物別未成年者薬物事犯検挙人員の推移（全国） 

185 
148 125 

94 

119 136 

93 98 97 
82 67 61 

80 

144 
211 

301 

434 

615 

0

100

200

300

400

500

600

700

H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R元

覚醒剤 大麻

薬物乱用をめぐる現状と課題  第２章

 １ 薬物事犯等の状況 

人 

年 
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３ 覚醒剤事犯による再犯状況 

近年の全国における覚醒剤事犯による再犯者率は６割以上で推移し、県内でも同様の傾向

で推移しています。 

なお、県内における法令別検挙人員の８割は覚醒剤事犯であり、かつ、再犯者率が高くな

っています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：厚生労働省・警察庁・海上保安庁の統計資料及び栃木県警察本部統計資料 

図３ 覚醒剤事犯における再犯者率の推移 

４ 危険ドラッグの乱用等の状況 

  全国における指定薬物に係る医薬品医療機器等法違反の検挙人員については、平成 27

（2015）年をピークに減少傾向が続いています。 

なお、本県における検挙人員は、平成 30（2018）年から０人が続いています。 

 

 

 

 

 
 
 社会全体で薬物乱用防止に取り組み、「薬物乱用のない社会」の実現を目指すことによ

り、栃木県重点戦略「とちぎ未来創造プラン」で描く本県の将来像である、健康でいきいき

と暮らし、安全・安心を実感できる「とちぎ」づくりを推進します。 

 

 

 

 

 

 

 

本県における薬物をめぐる現状と課題を踏まえ、基本目標の実現に向けて、４つの基本方向

を示し、施策の展開を図ります。 

また、４つの基本方向の下に 11 の取組を定め、具体的な施策を展開します。 
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計画の基本方針  第３章

 １ 基本目標 

 ２ 基本方向 

「薬物乱用のない社会」の実現 

～健康でいきいきと暮らし、安全・安心を実感できる「とちぎ」づくり～ 



                                     

 

 ３ 施策の体系図 
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麻薬及び向精神薬取締法 あへん法 

大麻取締法 覚醒剤取締法 

毒物及び劇物取締法  

医薬品医療機器等法 

<関係法令> 

意見聴取 

栃木県地方薬事審議会 

「薬物乱用のない社会」の実現 ～健康でいきいきと暮らし、安全・安心を実感できる「とちぎ」づくり～ 基本目標 

と ち ぎ 薬 物 乱 用 防 止 推 進 プ ラ ン 

栃木県薬物の濫用の防止に関する条例 
（平成27 年６月30 日栃木県条例第31 号） 

計画の推進 

基本方向Ⅰ 薬物乱用防止の教育及び学習の推進 

基本方向Ⅳ 薬物依存症治療等の充実 

基本方向Ⅲ 監視指導及び取締りの強化 

基本方向Ⅱ 薬物に関する相談体制等の充実 

薬物乱用対策推進会議（国） 
第五次薬物乱用防止五か年戦略 
（平成30（2018）年８月） 

・施策の総合的な策定と実施 
・関係機関との連携 

連携 

１ 責 務 

県 

・薬物乱用を防止するよう努める 
・県の施策に協力するよう努める 

県
民 

・薬物乱用を防止するよう努める 
・県の施策に協力するよう努める 
・違反行為に係る県への情報提供 

事
業
者 

２ 推進体制 

３ 計画の評価 

・定期的な評価 
・栃木県地方薬事審議会への報告等 

国・他都 
道府県 

県 
公安委員会・教育委員会 

市町 事業者 

関係団体等 

県民 

青少年をはじめとする県民が薬物の乱用の危険性に
関する正しい知識に基づき行動することができるよ
う、教育及び学習の推進に努める。 

薬物を乱用している者やその家族等からの相談に適
切に応じられるよう、相談体制の充実その他必要な施策
を講ずる。 

関係機関による連携を図りながら、取締りを徹底する
とともに、多様化する乱用薬物に関する情報収集や監視
指導等の強化を図る。 

薬物依存症者の回復及び円滑な社会復帰に資するよ
う、専門的な治療の充実その他必要な施策を講ずる。 

取組 ２ 地域社会における薬物乱用防止意識の醸成 

取組 ３ 薬物乱用防止のための普及啓発への支援の充実 

取組 7  正規流通薬物の監視・指導監督の徹底 

取組 5 関係機関の連携による取締体制の強化 

取組10 再乱用防止対策・再犯防止対策の充実強化 

取組11 薬物依存症者の社会復帰の支援 

取組 9  薬物依存症者に対する治療の充実 

取組 １ 学校における薬物乱用防止に関する教育の充実 

取組 8  薬物に関する調査研究等の推進 

取組 ４ 関係機関による相談体制等の充実 

情報収集・提供 取組 6  不正流通薬物の取締りの強化及び未規制物質・ 

使用形態の変化した薬物への対応強化 

連携 

連携 連携 

薬物指定審査会 
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基本方向 取 組 施 策 関係課 

Ⅰ 薬物乱用

防止の教育

及び学習の

推進 

１ 学校における

薬物乱用防止に

関する教育の充

実 

児童生徒の薬物乱用防止意識の

向上 

文書学事課、薬務課、義

務教育課、高校教育課、

学校安全課、人身安全

少年課 

薬物乱用防止教育内容の充実 

 

薬務課、義務教育課、高

校教育課、学校安全課 

大学等における学生に対する普

及啓発 
薬務課 

２ 地域社会にお

ける薬物乱用防

止意識の醸成 

地域住民への啓発活動の推進 

 

薬務課、人身安全少年

課 

各種運動、キャンペーンによる

啓発活動の実施 

人権・青少年男女参画

課、薬務課、義務教育

課、高校教育課、学校安

全課、人身安全少年課、

組織犯罪対策第二課 

広報媒体を用いた幅広い啓発活

動の推進 

広報課、薬務課、人身安

全少年課、組織犯罪対

策第二課 

３ 薬物乱用防止

のための普及啓

発への支援の充

実 

薬物乱用防止活動を担う人材の

育成 

人権・青少年男女参画

課、薬務課、学校安全課 

啓発用資材の充実 薬務課、学校安全課、人

身安全少年課 

各啓発活動への積極的な支援 薬務課、学校安全課 

Ⅱ 薬物に関

する相談体

制等の充実 

４ 関係機関によ

る相談体制等の

充実 

迅速かつ的確な薬物相談等の実

施 

障害福祉課、薬務課、学

校安全課、人身安全少

年課、組織犯罪対策第

二課 

相談業務に携わる人材の育成 障害福祉課、薬務課、人

身安全少年課 

相談機関の連携強化 障害福祉課、薬務課、義

務教育課、高校教育課、

人身安全少年課 

Ⅲ 監視指導

及び取締り

の強化 

５ 関係機関の連

携による取締体

制の強化 

関係機関相互の積極的な情報共

有 

薬務課、組織犯罪対策

第二課 

関係機関連携による取締りの推

進 

 １ 施策一覧 

具体的な施策 第４章
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基本方向 取 組 施 策 関係課 

Ⅲ 監視指導

及び取締り

の強化 

６ 不正流通薬物

の取締りの強化

及 び 未 規 制 物

質・使用形態の

変化した薬物へ

の対応強化 

組織犯罪対策の推進 薬務課、組織犯罪対策

第二課 

犯罪収益対策の推進 組織犯罪対策第二課 

巧妙化する密売方法への対応 薬務課、組織犯罪対策

第二課 

薬物乱用者に対する取締りの徹底 薬務課、人身安全少年

課、組織犯罪対策第二

課 

未規制物質等に関する情報共有及

び監視指導体制の強化 

薬務課、組織犯罪対策

第二課 

知事指定薬物の迅速な指定による

規制の強化 
薬務課 

７ 正規流通薬物

の監視・指導監

督の徹底 

医療機関等への計画的な立入検査

の実施 
医療政策課、薬務課 

偽造・変造処方箋対策の充実 薬務課 

８ 薬物に関する

調査研究等の推

進 

試験検査体制の強化 保健福祉課、薬務課 

調査研究の推進 保健福祉課、薬務課、経

営技術課 

Ⅳ 薬物依存

症治療等の

充実 

９ 薬物依存症者

に対する治療の

充実 

薬物依存症からの回復に向けた薬

物再乱用防止教育事業等の実施 
障害福祉課、薬務課 

専門医療機関における薬物依存症

治療の充実 

保健福祉課、医療政策

課、障害福祉課、薬務課 

医療機関及び保険者等との連携強

化 

医療政策課、障害福祉

課、薬務課、国保医療課 

教育事業等の効果検証の実施及び

今後の支援への活用 
障害福祉課、薬務課 

10 再乱用防止

対策・再犯防止

対策の充実強化 

薬物依存症回復プログラムの充実 

障害福祉課、薬務課 
家族会事業の充実 

医療機関等との連携強化による回

復支援 

11 薬物依存症

者の社会復帰の

支援 

薬物依存症者の自立と地域社会へ

の復帰の支援 

障害福祉課、薬務課、人

身安全少年課 

薬物依存症に関する正しい理解の

促進 
障害福祉課・薬務課 
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基本方向 取組 目 標 
現状値 

（令和元年度） 

目標値 

（令和７年度） 

Ⅰ 薬物乱

用防止の

教育及び

学習の推

進 

１ 学校における

薬物乱用防止に

関する教育の充

実 

薬物乱用防止教室実施率 

・中学校 

・高等学校 

 

９３．９％ 

９２．０％ 

 

１００％ 

薬物乱用防止学生サポー

ター登録者数（累計） 

 

 

１４４人 １９５人 

２ 地域社会にお

ける薬物乱用防

止意識の醸成 

薬物乱用防止指導員の活

動率   ９３．８％ １００％ 

Ⅱ 薬物に

関する相

談体制等

の充実 

４ 関係機関によ

る相談体制等の

充実 

相談拠点機関の設置    ０施設 １施設 

Ⅲ 監視指

導及び取締

りの強化 

７ 正規流通薬物

の監視・指導監督

の徹底 

正規薬物取扱者等への立

入検査率 

・免許者・許可業者等 

３２．０％ ３５．０％ 

Ⅳ 薬物依

存症治療等

の充実 

９ 薬物依存症者

に対する治療の充

実 

薬物再乱用防止教育事業

への申込者数（累計） 
１１９人 １７５人 

薬物再乱用防止教育事業

終了者数（累計） 
２３人 ４０人 

専門医療機関・治療拠点機

関の設置 

専門医療機関： 

０施設 

治療拠点機関： 

０施設 

専門医療機関： 

３施設 

治療拠点機関： 

１施設 

10 再乱用防止

対策・再犯防止対

策の充実強化 

薬物再乱用防止教育事業

申込者の再犯率（累計） １０．１％ １０．０％ 

 

 ２ 施策目標一覧 
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 １ 県の責務 

県は、薬物乱用防止に関する施策を総合的に策定し実施します。また、その実施

に当たっては、国、他の都道府県、市町村、薬物乱用防止を目的とする団体等と緊

密な連携を図ります。 

 

２ 県民の責務 

県民は、薬物乱用の危険性に関する知識と理解を深め、薬物乱用を防止するよう

努めます。 

また、県が実施する薬物乱用防止に関する施策に協力するよう努めます。 

 

3 事業者の責務 

事業者は、その事業活動を行うに当たって、薬物乱用防止に努めるとともに、県

が実施する薬物乱用防止に関する施策に協力するよう努めます。また、薬物乱用に

関して法令に違反する行為があったことを知ったときは、違反行為に係る情報を県

に提供するよう努めます。 

 

 

 

 

 

１ 県の推進体制 

 薬物乱用防止に関する施策の総合的かつ計画的な推進を図るため、県、教育委

員会及び公安委員会は、相互に連携、協力して、薬物乱用防止に関する情報を収集

し、整理、分析を行った上で、県民への積極的かつ迅速な情報提供に努めるととも

に、調査、指導その他の措置を実施します。 

なお、知事指定薬物の指定や、知事指定薬物に指定する前の緊急時の勧告、及び

乱用薬物の危険性に関する事項等の調査審議については、栃木県薬物指定審査会

で行います。 

さらに、薬物乱用に関する県民の意識や行動に関する実態や、県の施策に対す

るニーズ等を的確に捉え、本計画の着実な推進に努めます。 

また、施策の実施に当たっては、国、他の自治体、薬物乱用防止を目的とする

団体等との連携を強化します。特に、栃木県薬物乱用対策推進本部本部員の構成

機関である国の出先機関における薬物乱用防止に係る施策は、本計画の具体的施

策に緊密に関係することから、連携を強化し各施策を推進します。 

計画の推進  第５章

 １ 責務 

 ２ 推進体制 
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２ 連携の強化 

(1) 国、他の都道府県との連携 

薬物乱用に関する様々な課題は、県としての対応だけで解決できるものばか

りではありません。乱用薬物のインターネットでの販売等に見られるように、

広域的な対応が求められる課題や、全国的な規制での対応が必要になる問題が

あることから、国や他の都道府県等との緊密な情報共有のもと、協議、調整等

を行い、本計画の着実な推進に努めます。 

 

 (2) 市町との連携 

教育や学習の場や機会の提供、消費者相談等、県民にとって身近なサービス

を行う市町との連携、協力のもと、本計画の着実な推進に努めます。 

 

(3) 関係団体との連携 

本計画における施策を総合的に推進するためには、専門医療等の提供、教育

や学習を担う専門知識を持った人材の提供、自助活動や家族会活動の実施な

ど、保健・ 医療・福祉等関係団体との連携、協力のもと本計画の着実な推進に

努めます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図４ 栃木県薬物乱用対策推進本部の組織 

  

幹  事 

薬物乱用対策推進本部 

本部長（知事） 

副本部長（副知事、保健福祉部長） 

本部員 

 県  関  係：教育長 県警本部長 総合政策部長 

        経営管理部長 県民生活部長 

 国の出先機関：宇都宮地方検察庁次席検事 宇都宮保護観察所長 

               喜連川少年院長 宇都宮少年鑑別所長 

              横浜税関宇都宮出張所長 東京入局管理局宇都宮出張所長 

 市        町：栃木県市長会長 栃木県町村会長 

 県関係部局・国関係機関・市町職員等（２２名） 
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１ 定期的な評価 

   県は、本計画の中間年度である令和５（2023）年度に、基本目標の実現に向

けて本計画に定めた具体的な施策の取組状況や目標値の進捗状況を確認し、中間

評価を行います。 

また、中間評価に限らず、毎年度進捗状況の管理を行い、適切な分析、対応を

行います。 

 

２ 栃木県地方薬事審議会への報告等 

  計画の進捗状況の評価に際しては、関係機関や学識経験者等によって構成され

る栃木県地方薬事審議会（以下「審議会」という。）において、具体的な施策の

取組状況や目標値の達成状況等の分析結果を報告します。 

また、計画の策定時や、計画の進捗状況を評価した結果、計画を見直す場合に

は、あらかじめ審議会の意見を聴くこととします。 

 

 ３ 計画の評価 




